
様式第１号（第９条関係） 

 

令和８年10月１日 

 

 湯沢市長 様 

 

申請者                     

住所 湯沢市佐竹町１番１号 

団体名 湯沢市●●組合 

代表者氏名 理事長 湯沢 太郎 

電話番号 0183-73-2111 

                  

 

まちトク消費喚起支援事業補助金交付申請書 

 

 

まちトク消費喚起支援事業補助金の交付を受けたいので、湯沢市まちトク消費喚起支援事業補助

金交付要綱第９条の規定により申請します。なお、補助金の交付申請に当たり、次のとおり誓約し

ます。 

・対象者要件の該当性等を審査するため、市が私の市税の納付状況について確認を行うことに同意

します。 

・その他要綱の規定に従います。 

 

１ 補助事業の期間 

着手予定年月日 補助金交付決定日 

完了予定年月日 令和９年２月28日 

２ 補助金交付申請額           ２，０００，０００円 

 

 

事務局使用欄 

市税の滞納の有無 
（徴収猶予の許可を受けている場合は当該許可税目を除く） 

無 ・ 有 

確認年月日 年  月  日   

 

10月30日（金）までに申請

してください。 

・完了予定日は、キャンペーンやイベントの終了

予定日ではなく、支払等を含めた事業の全てが完

了する予定の日ですので、注意してください。 

・特段の理由がない場合は、令和９年２月28日と

してください。 

補助対象経費に千円未満の端数が生

じた場合は、交付申請額は千円未満

切り捨てとなります。 



様式第２号（第９条関係） 

 

事 業 実 施 計 画 書 
 
実施事業名 

（具体的内容が分

かる事業名を記載） 

「歳末大感謝！対象店舗で最大 20％OFF セール＆大抽選会のダブルチ

ャンスキャンペーン！」 

 

事業内容 

（実施期間、事業の

方法、参加事業者

数、進捗管理方法、

周知方法、見込まれ

る事業効果等、具体

的な事業内容がわ

かるよう記載） 

【目的】 

 年末の消費が拡大する時期に本組合の加盟店舗において最大 20％

OFF セールと、加盟店舗のスタンプを集めて応募できる抽選会のキャ

ンペーンを合わせて行うことで、長期化する物価高騰の影響を受けて

いる加盟店舗の売上向上を図るとともに、地域内における消費拡大を

通じて地域経済の活性化を目指す。 

 

【事業内容】 

①キャンペーン期間 

 令和８年 12 月１日～12 月 31 日 

 ただし、20％OFF キャンペーンについては、全店舗で割引の予算額

に達した場合には、期間満了前でも早期終了する。 

 

②参加店舗数 

 本組合加盟店舗である 15 店舗（別紙名簿のとおり） 

 

③キャンペーン内容（１）最大 20％OFF セール 

＜実施内容＞ 

 参加店舗で消費者が物品又はサービスを購入した場合、又は飲食を

した場合における会計総額から 20％を割引きする。ただし、１会計あ

たり 2,000 円を値引上限額とする。なお、店舗の売上向上が目的であ

るため、消費者側の１店舗あたりのキャンペーン利用回数に制限は設

けないものとする。 

（例） 

●会計総額が 1,000 円の場合 

 →会計総額の 20％である 200 円を値引きする。 

●会計総額が 20,000 円の場合 

 →割引上限額の 2,000 円を値引きする。 

 

＜店舗ごとの割引予算額等＞ 

 １店舗あたり 100,000 円を割引原資として割り当てる。割引した会

計については、各店舗で市の参考様式２（店舗別割引台帳）に記帳す

るとともに、レシートを保管する。割引原資については、キャンペー

ン期間終了後に各店舗からの請求（台帳添付）を受け、銀行振込によ



り支払を行う。 

 

④キャンペーン内容（２）大抽選会 

＜実施内容＞ 

 参加店舗で消費者の郵便番号、住所、氏名、連絡先の記載欄、各店

舗のスタンプ押印欄等を印刷したカードを配布する。消費者が物品又

はサービスを購入した際の会計総額が 2,000 円以上の場合に当該店舗

のスタンプを押す。参加店舗の半数超である８店舗分のスタンプを集

めた場合、抽選に応募できるものとする。押印済のカードは、事務局

（湯沢市佐竹町１番１号）に持参又は郵送してもらう。カードの提出

は、令和９年１月 16 日（金）まで受け付ける（当日消印有効）。提

出されたカードで抽選を行い、当選者には景品を送付する。 

 

＜景品＞ 

 景品は、１等 20,000 円分の地域特産品（１名）、２等 10,000 円分

の地域特産品（３名）、３等 5,000 円分の地域特産品（10 名）の総額

100,000 円（税込 110,000 円）とする。景品は、加盟店舗ほか市内事

業者から購入する。 

 なお、景品表示法との関係については、次のとおり問題ないものと

認識している。 

・20％OFF セールにおいて各店舗で割引額を除いて 400,000 円の売上

が見込まれるため、全店舗の売上予定総額は 6,000,000 円となる。 

・本事業は「共同懸賞」にあたる。景品の最高額は 30 万円であるた

め抵触しない。また、景品総額は 6,000,000 円の３％＝180,000 円

であるため抵触しない。 

 

【周知方法】 

・チラシを新聞折込、キャンペーン前に各店舗で配布 

・ポスターを各店舗及び周辺施設等に掲示 

・組合及び各店舗のＳＮＳ、ホームページで周知 

 

【見込まれる事業効果】 

 上にも記載のとおり、20％OFF セールを実施することで、各店舗で

割引額を除いて 400,000 円の売上、全店舗総額で 6,000,000 円の売上

が見込まれる。小規模の商店、飲食店等で構成する本組合においては、

大きな経済効果である。また、スタンプを集める抽選会を同時に行う

ことにより、早期に割引予算額に達した店舗においてもさらなる来客

を見込めるとともに、消費者側の多数の店舗への来店が促進され、新

たな顧客の獲得にもつながる効果が期待できる。 

 
※記載欄が不足する場合は、適宜追加いただくか、別紙を添付してください。 



様式第３号（第９条関係）

【収入の部】

内容 金額 内容 金額
市補助金 2,000,000 まちトク消費喚起支援事業補助金 2,000,000

自己資金 66,990 補助対象経費分 15,434 消費税分 51,556

計 2,066,990 2,015,434 51,556

【支出の部】

内容 金額 内容 金額
消耗品費 8,250 各店舗スタンプ(15店舗分) 7,500 消費税分 750

印刷製本費 49,500 スタンプカード(1,500枚) 45,000 消費税分 4,500

通信運搬費 19,740 景品送料(100サイズ×14件) 17,934 消費税分 1,806

広告宣伝費 363,000 チラシ印刷(15,000枚)、新聞折込 300,000 消費税分 30,000

ポスター印刷(30枚) 30,000 消費税分 3,000

振込手数料 16,500 負担金送金(15店舗分) 15,000 消費税分 1,500

負担金 1,610,000 割引原資(15店舗分) 1,500,000

景品購入費 100,000 消費税分 10,000

計 2,066,990 2,015,434 51,556

事業予算書

（単位：円）

科目 予算額 うち補助対象

うち補助対象外

うち補助対象外

科目 予算額 うち補助対象

消費税分は補助対象外経費となります。

宅配便等の送料や銀行の振込手数料等、料金に

消費税が含まれている場合は、消費税分を区別

して計上してください。



（参考様式１）

№ 事業者名 代表者職氏名 住所 業種
参加
事業者

備考

1 湯沢雑貨店 店長　湯沢　太郎 湯沢市佐竹町１番２号 小売店 ○ 理事長

2 (株)稲川 代表取締役　稲川　次郎 湯沢市佐竹町１番３号 卸売業 副理事長

3 雄勝酒店 店長　雄勝　三郎 湯沢市佐竹町１番４号 酒類販売 ○

4
(株)皆瀬菓子販売
湯沢店

店長　皆瀬　松子 湯沢市佐竹町１番５号 菓子店 ○

5
(株)皆瀬菓子販売
皆瀬店

店長　皆瀬　竹子 湯沢市皆瀬沢梨台66番地１ 菓子店 ○

6 ・ ・ ・ ・ ○

7 ・ ・ ・ ・ ○

8 ・ ・ ・ ・ ○

9 ・ ・ ・ ・ ○

10 ・ ・ ・ ・ ○

11 ・ ・ ・ ・ ○

12 ・ ・ ・ ・ ○

13 ・ ・ ・ ・ ○

14 (株)横手書店
湯沢店

店長　横手　太郎 湯沢市佐竹町１番６号 書店 ○ 市外事業者

15 居酒屋佐竹 店長　佐竹　次郎 湯沢市佐竹町１番７号 飲食業 ○ 事務局長(事務担当者)

16 キッチンカー山田 山田　太郎 湯沢市山田中屋敷135番地１ 飲食業 ○ 移動式店舗

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

まちトク消費喚起支援事業補助金

団体構成員・参加事業者名簿

団体名 湯沢市●●組合

団体の代表者及び事務担当者がわ

かるように記載してください。

市内に複数店舗がある事業者の場

合、店舗ごとに事業に参加するこ

とができます。参加店舗がわかる

ように記載してください。市外の事業者であっても、市内に店舗が

ある場合は事業に参加することができま

す。市内の店舗がわかるように記載して

ください。

団体の構成員のうち、事業に参加す

る事業者を明記してください。

なお、参加事業者が10者以上である

ことが必要です。

移動式の店舗を含める場合、経営者が市

内在住者であることがわかるように記載

してください。

・行が不足する場合は追加してください。

・本様式は参考様式であるため、これ以外の任意様式によることも可能です。


